
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 公営企業 タグ

事例種類

・（公営企業）水道事業
・公共施設の集約化等

広島県竹原市、三原市、府中市、三次市、庄原市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、熊野町、北広島町、大崎上島町、世羅町、神石高原町

広域化等

広域連合企業団を経営主体とした水道事業等の統合

公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集

団体の属性 複数団体

事例№ 1647

公表年度 R4



◆背景

• 県内の水道事業や工業用水道事業（以下「水道事業等」という。）は、人口減少等
に伴う給水収益の減少、施設の老朽化に伴う更新費用の増加、事業を支える人材の
不足などにより経営の悪化が見込まれ、水道サービスの維持が困難になるおそれが
懸念されていた。

• このため、14市町※と県は、広島県水道広域連合企業団（以下「水道企業団」とい
う。）を設立し、スケールメリットにより経営基盤を強化することで、水道事業の
持続性の確保を図ることとした。

◆具体的内容

• 統合を要件に交付される国交付金（生活基盤施設耐震化等交付金）を活用し、水需
要の減少を見据えた施設の再編整備やダウンサイジングを実施する。

• 施設・管路の耐震化、海底送水管の二重化などの危機管理対策の強化を図る。

• 運転監視システムなどのシステムの標準化・最適化、給水契約の申込みなどの諸手
続のオンライン化など、DXによる業務効率化やサービスの向上を図る。

◆効果

• 施設整備費及び維持管理費の削減が図られる（▲985億円/40年）。

• 各市町が単独で水道事業を経営する場合に比べ、料金上昇の抑制が図られる。
（令和14年度の平均供給単価 単独経営を維持：280円/m3 → 企業団：245円/m3 ）

• 水道企業団で独自に職員採用を行うことで、水道の専門人材の確保が可能となる。

• 令和2年6月に「広島県水道広域連携推進方針」を策
定し、県の方針として水道事業等の統合を決定。

• 令和3年4月に水道事業の統合に向け、賛同が得られ
た市町と県で、検討・準備を開始。

• 令和4年11月に水道企業団を設立。

• 令和5年4月1日から水道企業団による事業を開始。

【広島県水道広域連合企業団】
広域連合企業団を経営主体とした水道事業等の統合

広島県水道広域連合企業団事業企画課

• 円滑に14市町と県から事業を継承し、早期に組織管
理体制の確立を目指す。

• 14市町と県で取りまとめた広島県水道企業団事業計
画を着実に実施し、早期に統合効果を発現する。

• 統合に参画していない7市町に対し、統合に向けた
働きかけを継続し、全体最適を目指す。

• 行政区域内人口 666,976人（令和2年3月31日現在）
• 行政区域内面積 5,956km2（令和2年3月31日現在）
• 給水人口 570,977 人（令和3年度決算）
• 給水先事業所数 34事業所（令和3年度決算）

広域化等

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

水道事業・工業用水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

将来にわたり水道サービスを持続可能なものとするため、14市町と広島県は、広島県
水道広域連合企業団を設立し、それぞれが経営していた水道事業及び工業用水道事業
を統合することとした。

• 企業団の設立に向けては、水道用水供給事業者として水道事業の経営や施設整備等
に一定の知見を有する県企業局が主導して取り組むことで、統合の計画策定や市町
との調整などをスムーズに行うことができた。

• 統合前の事業ごとに経理を区分することや、事業開始時点で、現行体制を維持する
など、市町と県で協議を重ね，市町が企業団に参画しやすいスキームとした。
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広島県水道広域連合企業団
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企業長

事務局本部

副企業長

議会 監査委員

選挙管理委員会

統合のイメージ

※竹原市、三原市、府中市、三次市、庄原市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、
熊野町、北広島町、大崎上島町、世羅町、神石高原町

◆総事業費 企業団設立準備費等 294,756千円（令和3年度決算+令和4年度当初予算）
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